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13,278,782 13,278,782

そ の 他

純 資 産 合 計
資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

評価・換算差額等

建 設 仮 勘 定 利 益 剰 余 金

市 外 線 路 設 備

土 木 設 備

建 物 負 債 合 計

構 築 物 （純資産の部）

車 両 株 主 資 本
工具、器具及び備品 資 本 金
土 地

機 械 設 備 退 職 慰 労 引 当 金

端 末 設 備 そ の 他

市 内 線 路 設 備

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 資 産 前 受 収 益

そ の 他 そ の 他

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用 未 払 費 用

短 期 貸 付 金 未 払 法 人 税 等

未 収 入 金 預 り 金

売 掛 金 １年以内返済予定の長期借入金

貯 蔵 品 未 払 金

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

貸 借 対 照 表
(平成27年3月31日現在)

（単位：千円）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額
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損 益 計 算 書

(平成26年4月1日から平成27年3月31日まで)

（単位：千円）

7,047,764 

4,554,543 

2,493,221 

670,628 

1,822,592 

1,515 

56,225 57,741 

3,269 3,269 

1,877,064 

1,877,064 

699,672 

10,034 709,707 

1,167,357 
　

当期純利益

経常利益

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

その他

営業外費用

支払利息

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

受取利息及び配当金

売上高

北陸通信ネットワーク株式会社

科　　　　目 金　　　　額
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

ａ．　その他有価証券のうち時価のあるものは、期末日の市場価格に基づく時価法（評価
差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によって
いる。

ｂ．　その他有価証券のうち時価のないものは、移動平均法による原価法によっている。

 ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

 　貯蔵品は移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切
 下げの方法により算定）によっている。

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産は定額法によっている。

　(3) 引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金
 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
 等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

 ② 退職給付引当金
 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額（簡便
 法）に基づき、計上している。

 ③ 退職慰労引当金
 　役員の退任慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

　(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．貸借対照表に関する注記

　(1) 固定資産の工事負担金等の受入れによる圧縮記帳額

　(2) 有形固定資産の減価償却累計額

　(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 ① 短期金銭債権

 ② 短期金銭債務

３．税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額、退職給付引当金の否認、一括償却
資産の損金算入限度超過額、賞与引当金の否認等であり、繰延税金負債の主な原因は、その他
有価証券評価差額である。

　(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　平成27年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）が公
布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度より法人税率等の引下げ等が行われる
こととなった。
　これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債は、一時差異等の解消が見込
まれる事業年度に対応した改正後の税率を基礎とした法定実効税率により計算している。
　この結果、繰延税金資産の純額が36,488千円減少し、法人税等調整額(借方)が37,293千
円、その他有価証券評価差額金が804千円それぞれ増加している。

144,202 千円

6,118 千円

32,056,902 千円

個　別　注　記　表
(平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

111,424 千円
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４．関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 契約約款に基づいた取引である。
(注2) 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

５．１株当たり情報に関する注記

　(1) １株当たり純資産額 194,365  円  71  銭 

　(2) １株当たり当期純利益 19,455  円  95  銭 

（単位：千円）

 親会社  北陸電力株式会社  被所有  電気通信サー  電気通信回線 1,229,054  売掛金 144,010 

  直接100％  ビス等の提供  の提供等(注１)

 

 役員の兼任

取引の内容
取引金額
(注２)

科目
期末残高
(注２)

会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係

属性
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